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漁業・養殖業復興支援事業 施策番号285

予算措置の状況

○各地域における漁業・養殖業の生産活動の再開に向け、安定的な水産物生産体制の構築に資する
復興計画の策定・認定に係る復興協議会の運営経費等を支援。

○地域で策定した復興計画に基づき、震災後の環境に対応し、収益性の高い操業・生産体制への転換
に取り組む漁協等に対し、必要な経費を支援。

○平成23年２月に福島県漁業協同組合連合会が立ち上げた「福島県地域漁業復興協議会」において、
試験操業計画の策定等、福島県漁業の再開に向けた検討を実施中。

【平成23年度（第３次補正）】
・漁業・養殖業復興支援事業　81,763百万円【一般会計】
【平成24年度】
・漁業・養殖業復興支援事業　10,606百万円【復興特会】

施策の内容

施策の進捗状況及び今後の予定
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予算措置の状況

漁港関係等災害復旧事業 施策番号286
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【平成25年度】
・漁港関係等災害復旧事業　158,071百万円【復興特会】

施策の内容

○国による直轄事業、都道府県・市町村等による国庫補助事業により以下の事業を実施。
①漁港施設等災害復旧事業
　災害により被災した漁港・海岸等の災害復旧を行う事業
②漁港施設等災害関連事業
　漁港等の災害復旧に関連し、漁業集落排水施設等の災害復旧を行う事業

施策の進捗状況及び今後の予定

○これまでに福島県において、８漁港についての災害査定を実施し、本格復旧工事に着手。
○今後は、避難指示解除準備区域内の２漁港において、順次災害査定を実施し、本格復旧工事を進め
る予定。
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共同利用漁船等復旧支援対策事業 施策番号287

予算措置の状況

○東日本大震災により東北地方及び関東地方太平洋側を中心に水産関係に壊滅的な被害が生じ、特
に、漁業生産の根幹である漁船や地域の基幹産業である定置網が多数甚大な被害を受けたため、漁
業協同組合等が被災した漁業者の共同利用に供するために建造・導入する漁船・定置網等漁具の建
造費・導入費に対する支援。

○いわき市、相馬市の漁協が事業実施主体となり、漁船・漁具の建造・導入を実施中。
○今後、漁船建造、漁具導入の追加申請を予定。

【平成25年度】
・共同利用漁船等復旧支援対策事業　　2,894百万円【復興特会】

施策の内容

施策の進捗状況及び今後の予定

平成25年５月
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平成25年５月

港湾関係等災害復旧事業 施策番号288
府省庁名

国土交通省

作成年月

予算措置の状況

【平成25年度】
・港湾関係等災害復旧事業　   51,700百万円【復興特会】

施策の内容

　国による直轄事業、港湾管理者による国庫補助事業により以下の事業を実施。
港湾施設災害復旧事業
　災害により被災した港湾・海岸等の災害復旧を行う事業

施策の進捗状況及び今後の予定

　これまでに福島県において、６港についての災害査定を実施し、本格復旧工事に着手。
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